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日本国憲法第21条 1J貝は結社の自11を明示的に保障するが，こσの〉川nrlに関
する憲憲、法さ学学干学:的研究は今日まであまりなされておらず ， rい同dJ条I項良が保護する
紡f社:土土すなわち凶体とは{宇仰I吋ザであるカか〉につい-でても
いο すなわちこの点に関して J滋ai.は，政治的， Jt術的，社交的，経済的て干
の全ての結社をこの条頃の保障対象だとするが ，このように簡単に処i理
してしまうことには疑問が残る。というのは，通説によれば政治的問体も余
業も共に21条の対象であることになるが，これは表現の自由との緊常な関係、
の下で結社のt:4FUの観念がltじるに到った膝史的経総を無視しているのでは
ないかという疑問を'tじ得るからである 。しかし，だからといって， 21 
条の結社の自由を表現の自民iと関連づけて!決定的に捉え，政治団体には保護
がりえられるが，企業にはワえられないとしたのでは以卜のような問題が生
??????
じよう。すなわち，現代れ会では組織やItl体の活動はますます後雑多様化し
てきており，企業等も本来の常利活動の他に，慈善治動や非営利的な公告な
いしは意見表明等を行なう場合があるが，この説によれば，その際にも企業
は21条の保護を受けられないことになりはしないか，また逆に，政治間体や
圧力団体等が本来の目的とは別に営利活動を行う場合も想、定できるが，その
際にもこれらの[.11体は21条により優越的にf札遂を受けることになるのではな
いか，そうだとすれば，これは現実の社会事情および法感情と黍離すること
になりはしないかという問題を指摘し得ょう 。
どのような凶体が，あるいは，同体のどのような話動が憲法1-の保護を'立:
けるべきかという議論にまつわる上記のような問題に対して，近年アメリカ
f;-1f<:lit]の判例で、示された「表現のためのがdlの白rtl(freedom of expressive 
assoeiation) J の法規は，一つのユニークな不峻を提供する。!司法理は，間
体の内部事項に対する公権力の佼??を結社の自rtlに基づいて排除し得るかが
争われた Robert日 V目 United States J呂ycees 判決において示されたもので，
団体に対する結社の自1の保護を，団体の携わる「表現」との関連の観点か
ら限定することによって，この問題の解~i}，とを i司!ろうとするものである。わが
関ではこの「表現のための結社の肉lJIJの構造について詳しい研究はない
そこで，本稿ではこれに焦点を当てて考察を行ないたい。
( 1 ) 数少ない結社の白Iに|認する研'先の中で比較的最近の総合的研究としては，佐藤幸
j台「集会・給千1:の内IlJ芦古Sftl古編・憲法E人権(1 ) (有斐|羽・大学双書〕を参H司き
れたいυ|司論文の巾で佐藤教綬は，日大lt.複緑化した;現代役会における似人の活動能
力ないし基盤の縮減を補う下段としての結社の;音、義は大きい，と指摘するとともに (IriJ
553}TJ，次のような給付にまつわる治問題を提起宇る。 tなわち， E高lに，例えば，公
権力による，特定の結社の会員であるということを現出とした茶別やそのような事実の
開示命令笥の， *l'dl会あるいはその構成1に対するrl(後・ I問J去の続出1)にまつわる問題 (liJ
603-605ffJ。百九2に， {伺えば，弁護士会のように，倒家によって設立や);1人を強制lされ
る結社にまつわる問題(1司604-60Hf)。第3に， DJi:本とその構成長の権利・平1)議の衝突
の問題(1ιi]608-6JlWJ。さらに，特定の結社のr"I1ー に関わるIiI総等である (1前]6Z1Y[及
びI司624fi以下)い
( 2 ) 佐藤、{，:ifi.憲法[，'i林舎院1(1988) 37UL 橋本公r(・日本[li憲法〔イf斐1羽・改訂
絞1(1988) Z57J~，長1壬ー紘.[3本!可憲法 [tせ界思想社 1 (1988) 219頁1也参照。
( 3 ) 例えば.イ4藤・ lìíI掲 ~j l: ( 1 ) 554i'ifま「結社の自l.iはJC米表現の自11と緊衝な関係
にあるというべく」と線機ずる。
( 4 ) なお，浦部法穏.iH!J~日本棋l慾法 上巻〔脊林脅院新制 1(1984) 456頁は rもっ
_L. 
ばらまたは主として経済活動を li的とする同体{会主l・戦業同体なと)の紡成は，人の ハ
精神活動の仰というより，むしろ，絞附動の州といいうるから，それらは， 22条 五
Uiiもしくは29条のma主として，必ずしも本条 [21条〕の保階対象に合めて考える必要
はないように思われる(これらの同体の結成・活動に関しては，政策的観点からの制約
を必要とする場合も少なくないところ，本条はそうした政策的制約を'!;JUl谷するもの
ではなしサ。」としており.通説と}線を制するものとしてt主目に値しょうが，トH高もそ
れ以上のiヲ及がない点が悩しまれる。
( 5) 468 U.S. 609( 1984) 
( 6) Roberls判決を紹介したものとしては，例えば，木下 毅「綾近の判例:男性会員
の結社の白山と性選別」アメリカ法(1987)211頁，木下智史「私的クラブにおける性
差別然 1ーと「結合の向It1J 宇l)j日jタイムズNo564(1985)等がある。なお，白freedom01 
expressive asso口ation"について，前者iま「表現的結社の自由」の訳語を，後者は「表現
のために結合する自治Jの訳総を充てているが，本稿では本文のように「表現のための
結社の自E11Jの訳泌を充てることにする。
「表現のための結社の自由」の構造
第1:項 Roberts判決と「表現のための結社の自由」
1984年合衆国最高裁は.Jayceesすなわち青年商工会議所が有する，女性
を加入させないという内部規約は憲法によって保護されないと判示した
Roberts v.United States Jaycees判決において 次のような見解を示したoす
なわち合衆国憲法は結社の自由に関して明示的規定を持たないがその解釈
上，二つの輿なった意味において“freedomof association"が認められるとい
う。それは，第 1に“freedomof intimate association"であり，第 2に“free-
dom of expressive association"である 。前者-はある種の親密な人間関係す
なわち人的紡合の形成，維持に関わる自由であり，後者は修正第1条によっ
て保障された諸活動(言論，集会，請願および宗教行為)に携わるための結
社の自由である。そして，これらの自由がどの程度関わってくるかによって，
憲法的保護の性質と程度が異なるという 。
本稿では Roberts事件判決において新たな解釈が展開されたこれら二つの
“freedom of association"の内，“freedomof expressive association"すなわち
「表現のための結社の自由J の法理について検討してゆくが，その前に
Roberts一事件の事笑を以下に紹介する (3)。
Roberts v.United States Jaycees 468 U.S. 609. 104 S.ct. 3244(1984) 
〔事実) The United States Jayceesは. 1920年，青年商工会議所 (The
lunior Chamber of Commerce)として設立された29万5千人の会員数を擁す
る全米的な非営利法人である。会員は正会員と準会員に大別され，正会員は
18才から35オーまでの努性に限られており，女性やそれ以外の人々は準会員に
しかなることはできない。その定款によれば.layceesの臼的は f'青少年の
市民的組織の成長と発展を促進」し「個々人の発展と達成のために機会を提
供」することであるが，実際的には，慈善，スポーツ，健康に関する地域的
プログラムのみならず，会員の経営能力や財産管理を向上させるためのプロ
2. 
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グラムも実施されていた。
1974年と75年にミネソタ州内の二つの地万支部が，女性に対して正会良資
絡をiitめはじめた。これに対して公民l組織は，定款違反を想!IJIに』支部に士、j
する制裁として，その会只の全悶紺織の役1.:1になる資格の剥奪等を行ない，
1978ifoには二支部の廃1上を検討している貯の通迷を行なった。そこで:支部
はミネソタ州人権同に対して，全同組織の定，止は「人権・.1il条. . t'UJIjを
理lilとして公共の利用に供されている場 (placeof pu blic accommodation) 
における尚iu-サービス・施設・特典・利主主およぴ、使'(Lの十分かつ均等なや:
受を，どの1f~J人に対しても百定することは不当な来日|じであると規定するナト|
人権法 (HumanRights Act) に違反するとして訴えた。州人権付はこれを認
め，会同組織に対して制裁の伴JI占を命令した。そこで全[il組織は，州法の適
用は，組織に対して女官1:;を正会員として受け入れることを要求することに
よって，男性のiE会民に対して保隙された憲法上の己~fil命および'*MI:の権利を
佼符するとして， r寸法の執行の停止を求めて連邦地方裁判所に訴えを起こし
た。 I¥:;J連邦地裁はこの請求を却下した (534F Supp 766(1982))。だが迷邦
t/'"WF裁判所は，阪:1可決を破棄した (709F2d 1560(1983))。その~fjlLII は， IJI 
体がその会長を選択する権利は， 修正 1条条上の討紡;1'社上の下白1Ff巾1によつてf保米ド防伊され
ており， Jねaycω:児ccsに対する1ト川件、十lt
符する，というものであった。
これに対し，合衆国最高裁は，女性を正会員として受け入れることを要求
する同州法はJayceesの“freedomof association"を侵害しないとして，原'j可
決を破棄した (7N 0で原判決破棄〈ノ心ガー，ブラソクマン両裁判官不参
加>)。
(1) See Roberts v.United StatesJaycees. 468 US 609， 617-618. 
( 2) Ibid. 
( 3 ) 結社の自由のi列ぶ的規定を持たない合衆I司法w、の解釈論 1:.，必然的に既存の条文の
解釈を通じて.紡村の自民lを'4みlJす操作を行なう必要が性ずるが，この結社の向rtの
;規定が条文にもりこまれなかったことについて憲法の組中，:.{1'たちがとう考えていたかに
関しては次の二つの説がある。(a ) ，憲法の起部者たちはルソーによって徹底した影響
を受けたため，結社の権利を永認宇ることは政府の権能 (authority)だけではなく似人
の自民1をも脅かすであろうことを懸念した」という説 (Howe，“Foreword今 Political
Th，'ory and the Nature of Liberty，" 67Harv. L. I<ev. 91，92(1953).)の (b)人の不可議の
結権利が政府に{筆先する，という月!論のIlt;¥導弱である口 yクやモンテスキューのほうが，
1"然篠の有花を百定したホァブスやルソーよりも独占;車命の依代に影響をヲえたことは
明らかであるため，紡社の肉[1は人権の観念:のなかにカ然に包含されていると4まえた，
とし、う J見(宜aggi.An Independent Right to Freedom ()f Association， 12Harv. C.R.-C.L.L 
Rev.1、13-14(1977).)。
このji1i況にf'J，J速して， トライフ教授は次のような指摘を行なう、 f多元主主主おの見解
からすれば.政党，月鉱業[.1{本.tJ交[日体，家政，労働組合，宗教Jl休.および，その他
の在、i句集合体 (pfI¥'alどcolectivity)は. j皮ら自身の[j1Iな'U市を導く…・・・権利があると
考えられた。 一ïJlj欧諸 i主!の政治的思:*J~の多くは‘この見解と. <1 'iIJj[.tJ f本はI"JII:¥'に公の
権能を弱め‘その支配のうちに僚かれた人身を庇倒する恐れがあるという見解との肉の
動総℃あったJ と (Tribe.American Constilulional Law 1011 n.:l (The Founclatintl Pr円九
Second Editioo 1988).)れ
第2JTi i表現のための結社の臼rtjJの必u床
Roberts ボ1'1: 判決の i1、廷意見は jE法的に{~し護される“fn、日!om of associa. 
tion"の一・っとして，修正 1条 によって保護された諸活動を推進するため
に結社す一る自尚治fあることを明訂した 。すなわち， 百両市，集会， tll守層~ì あ
るいは宗教行為を維j立するための手段としての「表現のための結社の肉11j
である。そして!結fl:のnlJIの千段的特徴を強調することによって，最IlU
裁は，……~_-:i論の !?llflのようなある艇の他のj幸、法的権利から独S1:した結引の
内向の存tEを， u奇に古定した」 のこのように，修正 1条によって保護さ
れたいわゆる「表瓜」の手段として，結社の肉fljを認めるという考え方は，
→-Robcrts判決のように「災現のための結社の白山」というIT語は用いられ
なかったカf一一桜花1:の自由を明示的に認めた判iたとして有名な NAACPv.Ala司
bama 'f:iJ決 以米，判i知UJ~繰り返し微'認されてきた
すなわち Alabama判決は「信条 (beliefs)や思想l(id官邸)の推進のため
に結社する (~lr!rは， f_j i治の自rtlを包合する，修iEl;J条のデ¥ぃω プロセス条項
によって保隊された自IJ]の不可分な側面で、ある，ということは議論の余地が
ない」と述べたが ，この後，政治的信条に関わるがi1'について，例えば，
Kuspcr判決は「政治的信条や思想の共[uj的推i立のために他の人今と結fTす
る自由が，修正第 1条と14条によって保獲された秩序的な団体活動の‘形態
であるということはもはや疑いはない」と述べ ，また， Cousins判決も
Kusper判決をi守定的に引用した他 ，近年では Abood判決をはじめ幾つか
の判決がこのことを確認している 。そして，「結社」がその推進の手段
となっている思想や信条は特定の)jf.Jriのみに限定されるのではなく，多様なIJl
1頁にわたるものであることが，況に Alabama判決において í[~tJ体によって
二 促進される信念が.政治的，経済的，宗教的，あるいは，文化的事項に関わっ
二 ているかとうかは重要なことではない」と述べられて，確認されている 。
五 このように，修正 1 条上の諸活動の手段として結社の自由が認められる ~rt!
六 白としては牒史的経緯ないし社会的，政治的実情ということも考えられるが ， 
この/~(について， I{obcrts判決は「似人の下fi論，礼拝，および，一苫JiI誌の矯正
? ? ? ? ? ? ? ? ?
を求めてJI史的ー にJ1販をfi'うr'jrJ!iま， この 1的にluJけて集1.)](l(]に努力する相!均
的な tlflが保Ifr;r.されるのでなければ，公権力の佼inから強く保護されること
はできないJ と述べ ，あるいは， Alabama判決も「公的ないしは私的な
吾、見， とくに日仏ぷをl可Pぶ;立見の効果的fI{1将は疑いなく I干1本によって促進され
るものである」としており ，その第 iの理山として修正 I条 Lの諸機干IJ
は倒人に士、jーしてのみ保隙されるのではすご効性に乏しい， という認識があると
いえよう 。またこの他.第2の埋出として「政治的，文化的多様性を維持 l
するという機能が ，そして，第 3の滋fiとして「多数者の抑れてから反対
的f:_'t論を守るJ という機能が挙げられよう 。
( 1 ) 合衆[ii);ri¥: i};修正第 1条は i迷邦議公は， I司教をl1it¥1L，または宗教 1'.の行為を[.'311
に行なうことを禁止二よるd、手ft，ij-;i命またはtH版の内 1Jを制限するは、律，ならひ、に人l¥;が
平総に集会する権平1]，およひ、Ffi↑青の処r'Hをよ!とめて政府lこ丸jし請願する権利を佼;与するj去
Htを制定してはならないのJ(樋LJ隊叩=市Hlif¥'f列編・解泌flI:界滋法集("省'¥i;]よりづi
丹j)とJ'Q，定するの
(2) Roherts，4(i8 U.S.609，618 
( 3) The Sl1preme COl1rt 1983 Term守 98Harv.L. Rev. 87， 203， 
(4) 357 US 449(1958)， 
( 5 ) なお， The Sl1preme COl1rt 1983 Term， 98Barv. L. Rev. 87， 203-204は，独占目的な*/1
引の権利を語、l唆した、判決として Sheltonv.Tucker， 36-1 (lS 479(1960)をやげるが，この
判決のiHs滋:t-t!.は給付:の権利につし hて「ほ riI命の["1I'iJと緊佑'に*iびj.jけられた権利J (al 
486)だと;ilべており，これを例外としてみることは誤りだと思われる〉またトライブ
教授は， Citizens againsl Rent COlltroJ v.City of Berkel仰， 451U.s 290( 1981)の法廷意見
が，グループによる寄付行為を制限寸る条例は1，;)じ行為を悩人的に行なう場合に規市IJを
課していないため結引の権利jを佼;t'する.と述べたことを挙げて，Jnj判決以前は， 1閑人
的に追求するニとが許される目的を共i吋して追求することが結社の権利によって保議さ
れると hミ!唆した 'IJがとはなかったとし (Tribe，Am円 icanCOllstil.utional Law 1012-13 
(Fol1ndalion Press， Second EdiLion HJ88] ，) liiJ'I'I)iえのあ!13匹， …{I碁JI奇 I条1-.の「衣J!J
と関係なくともー少なくとも憲法上の他のi院本的権利によって保議され得る目的を共
|吋的に遂行することはも!itlのt握手1)によって{思議される余地が現れたと解釈するが (idal 
1015)，この解釈にはliJ題があろうっすなわち.本n-CiL廷滋見は，選挙において特定
のな場をとる委員会にあj寸る許付行為は政治的表現の F形態であるとしており(，151
U.S.290， 298)，あくまでもこのような政治的表現推進のために共同に結びあった人命
のグループに対する佼待は例人に対すると [i'J憾に泊されないと述べたにすぎないからで
ある (Seeid. al 296)。
(6) 357 U.S.449 ， 460. See also NAACP v.Button， :m. U.S.415，430(1963)。この判決も 1，;)
様に修正 I条と 1条が rji条と思想jのJllUftのためのMiUに携わる権利」を保践してきた
とし通う。
( 7) Kl1只perv.Ponlikes. 4 H U日51，56-57( 1973). 
( 8) COl1sins v.Wigoda， 419 U.S. 477町 487(1975) 
(9) ABOODv[)叶roitBoard 01 Education. 431 US. 209. 23:3(1977). See also Democratic 
Party ()[ Uniled Stateぉ、 LaFollette，150 US 107， 121(1981): Tashjian v.RepublicanPar 
ty of Connecticut， 107 s.ct. 544， 548( 1986). 
(10) なお「表現のための結社の自 IIJの恨拠条文として修正14条をうえげる県rtlは，本米
連邦に対してしか令長lJtlを持たない修正 l条上の権利が，修I正14条 lii¥の「臼1J の解
釈をI!!Iして，州に対しても効力を有するようになる， というところにある¥)See Cou日1I日
v. Wigoda.419 U.S.4 77 ‘ 187. この法犯，色、見は「もちろん，連邦の佼 ~;:f~' に対して (against] ，
修正 l条によって保議されたこの1'IJ (車おれのじ11]は，修正11条の Fで州の佼浮から
の同様の似殺の資絡を布する」という。
(JI) 357 U.S. 449. 460町
(12) See Raggi. An Independent Ri宮hlto Freedom of Association， 12Harv. C.R.-C.LL. Rev 
1， 1](1977). liij ， jíiß 文は~ ru{干1の日1Iは1ft史的にLl:，集日!を通して. 1~\1 人が l'j 織や請願
のI'Jrl!を行使するときに，それらを1*，¥企す~る予i生以上のものではほとんとなかった」と
し、う n なお. NAACP v. Claiborne Hardware Co， 458 U.S. 886、933(1982)はJli:与の干上空?
のJ;l;礎のひとつは，共泌の[j燃の;J'UI<:のために他の人々と結介するという側々人の格利
である」と述べ. また， Coa!itioll lor Fair !lousing v. Berkeley. 154 U.S. 290、294(1981) 
も i共通の1.僚をj主成するために結びっくという共通のな見を有する人々の行為は.i* 
くアメリカの政治過殺に根ざしている」とするの
(l:l) I<obertぉ468U .S. 609， 622 
(14) 357 US. ，149. 460. 
( 15) See 31so Citizens against Renl Control v. City of Berkel，、y，454 U日 290，294(1981) 
この法廷13:見は，結社の意義は， 1同人的〔次j己 j ではその戸が~J~ì今しく，または消えて
しまうようなときに.集I羽的努力によって，人々が彼らの戸を知lらしめることができる
ということ j であるという。
(16) Roberts， 468 U.S. 609. 622. Gilmoreも City()f Montgomery. 417 U.S. 556， 575 
(1974)は，結村の['HIカサ!日苦iI'され得るようなf/t条lこ}んつく紡千iに付しても適用されると
いう事%は「民主政治機燃をがlし，平和的，干Yilt;(内な交符を保弘1する意見の多f，)¥'f!tを生
み出す j というぺまた NAACPv.Bulton‘:17l U.S. 415， 431(1963). は「全ての政治的
思1Hが我々の二つの主望j政党のプログラムに向けられる (channeled)ことはできないし，
また，そうであるべきでもない。歴史は少数派や反体制jグループ……による政治活切jの
KPJiをト分にIVjらかにしてきた」として少数グルーブの政ifj汀'j(J泊、裁を狩li寸る。
(17) Robert丸 4681I.S. 609， 622. 
第 3J長 「表現のための結社の自由」の保護の裟件と効来
Roberts判決のil、廷窓見は修正 I条の「表現のための結社の自仕IJの保護
を問題となる間体に認めるかどうかについて，その同体の種々の活動に着目
し，その小に「表現」があれば，それと A定の関わりのある範&1で，間体の
組織，運常等の内部事項に関して保護を与えることを示唆するが，これに対
して，オコーナー裁判官の補足意見は，問題となる団体の主要な性質に務日
し，それが「表現的」だと判定されればお該1体の内部事項や諸活動に保護
を与えるとする。本項では，このliUj者の見解について比較・検討することに
よって法廷意見の見解の意味するところを明石在化したい。
(-) オコーナー裁判官の見解
オコーナー裁判官は，ある団体が会員選択やその他の諸活動に関して修正
1条の保護を受けられるかどうかは，その間体が仰をいうか，あるいは，何
故それをいうか，ということに基づかせるべきではなく ，その同体が「表
現のための同体(ほpressivcassociation) Jであるか公平日間体(commercial 
??????
? ?
?
???
association)であるかによって決されるべきである，という 。そして，あ
る団体がこのどちらの団体であるかを決する基準は，その団体が主に「表現
的活動Jに従事しているか，あるいは，主に，営利活動に従事しているかに
よるという 。
仁} オコーナー裁判官の見解の問題点
オコーナー裁判官の見解に対しては，法廷意見と比較して，より明確であ
り，予測口J能性か高いなどの幾つかの利点があるとする評価や )，あるいは，
「結社の権利の背後にある原理と直接的に調和する」などの評価も;存在する
が ，以下のような大きな問題点も指摘される。
1.オコーナ}裁判官の見解によれば，主に「表現的活動」に従事する団
体であると認定されたならば，その団体は，その表現内軍事と全く無関係であ
る会員選択基準等の内部事項に関しても公権力の侵答から修正1条によって
保護されることになり，広く守られすぎるのではないかという疑念が呈され
る。すなわち，例えば，その思想や信条とは関わりなく，差別的な会員選択
基準を持つ団体である“Savethe Whales" (クジラ保護を唱導する団体)の
ような同体も，「表現のための団体」と認定されることを理由にそのクジラ
保護の円高導という表現とは全く無関係に，祭人や女性を入会させないという
差別を認められることになり問題である，とある論者は指摘する 。
2‘次に，この見解によれば，一度営利的な団体であると認定されたなら
ば，例えば，その会員選択基準に何らかの意図されたメッセージすなわち「表
現Jが込められていたとしても，その「表現Jは公権力の俊答から保護され
得ないということになる jo そうするとこの場合，常利的団体はその非常
利的表現についても修正1条の保護を受けられなくなることになるが，これ
は判例法と矛盾する，と指摘する論者もある 10 
3. さらに，複合的性格を持つ全ての団体をこの見解のように二分するこ
とがはたして可能なのか，また，仮にできるとしても裁判官の恋意的な判断
を招きやすいのではないか，という問題があり得ょう。
(ヨ法廷意見の見解
Roberts判決の法廷意見は修正 1条の「表現のための結社の白山」の保護
が問題となる団体の会員選択等の内部事項に対して認められるためには，仮
にその保護が認められなかったら，団体の行なっている「表現」を侵害する
結果になることが立証されなければならないことを示唆した 。
すなわち，まず，法廷意見は，女性を正会員として加入させるように州が
強制する，内部事項たる会長選択基準に対する介入は，それまで女性が内部
九で投架することを認められていなかったという事実による象徴的な表現を得
するというJayceesの主張を，問団体の多くの活動には既に女性が参加して
いるという理由によって退けた 。このことによって，女性の加入を認め
ないというそれまでのJayceesの会員選択基準は修正 1条上の「表現」では
ないと認定されたことになり，この意味では修正 1条の保護を受けることは
できなくなる。さらに，法廷意見はこの会員選択基準に対する介入が
Jayceesの行なう種々の「表現」を害するかどうかという点に対して焦点を
あてた。すなわち，法廷意見は， r(Jayceesの諸活動の実質的な部分は〕政
治的，経済的，文化的，社会的事項に関する憲法的に保護された表現を構成
する。〔そして，幾年にもわたってJayceesほ〕様々な問題に対して公的立
場を維持してきたし，その会員は修正 I条の保護に値する市民的，慈善的」
活動等を行なっているとした上で ，女性加入の強制は「これらの憲法的
に保護された諸活動に携わる機能を'奔し」はしないし，「その好むところの
意見を広める機能を持する」こともない，さらに， Jayceesの「信条に変化」
を与えるものでもなく，「異なったイデオロギーや営学を持った人々を排除
するという機能」を容することもない，と述べて，女性加入の強制という会
員選択基準に対する介入と Jayceesの行なう稜々の「表現」およびその中核
となる「信条」に対する侵害との関係を否定した
以上のように，法廷意見は， Jayceesの会員選択基準に対する州の介入と
Jayceesの「表現」に対する直接・間接の侵害の可能性との関係を検討する
ことによって，この会員選択基準には「表現のための結社の自由」の保護は
与えられないとしたのである 。このことによって，団体の内部事項に関
する自治は，少なくともそれが団体の現実に行なう稜々の「表現J と一定の
関わりを有さない限り，修正 l条によっては保護されないことが示唆された
といえよう
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第4項 「表現のための結社の自由」の保護の射税と限界
( 1) r表現のための結社の l~j FllJの保1;安を受ける基準について )¥. 
Robcrts判決によって. l'lJ体の内部事項に関する向治が修正 1条の「表現 六
のための結社の自fIJJの{民"迭を受けるためには，それ(内部事項)に対する
佼;ヰカf，同時にUH本の「表現」を侵害することの:ILJiEの必要が示峻された
ここで，問題となるのが保護のため必要とされるその侵害の性質ないし程度
であるが，この点について法廷意見の言及はない。そこで，本項では
Roberts判決のオーラル・アーギュメントにおける裁判官の指摘と政党に関
わる事例からその基準を模索したい。
まず， Roberts 判決のオーラル・アーギュメントの中である裁判官は「表
現のための結社の自fI:lJ を侵害する行為に関する彼らの滞解を明らかにする
ために次のような梨怨の三つの例を挙げて説明した
すなわち，その主要な立場が反イラクであるイラン人総織に対して，イラ
ク人を加入させるように公権カが強制する場合を想定し，これは同組織の反
イラクの唱導を行ない得なくし，その目的を大きく変更することになるため，
違憲的佼祭になることが示唆され ，また，女性が平等の権利を獲得する
ことに反対する考えを持つ男性優位信奉論者の組織に女性加入を強制する場
合を惣定し，これも同様であることが示唆された 。しかし，男性のみの
株式仲買人の組織への女性加入の強制に対しては この両者とは対照的な結
論になるとされたのである 。
次に，政党に関しては，その内部自治に対する侵害を扱った近年の判決の
発展の中で以下のような最高裁の理解を見ることができる。
Cousins v. Wigoda 事例ー では 大統領候補選出のための民主党全国大会
への代議員聞が，州法に基づくプライマリー(予備選挙)によって選ばれた
が，党全国組織の規約に違反したとして出席を認められず，代わりに党の規
約にしたがった代議員の出席が(党全国組織によって)要請されることにな
り，これに対して州裁判所が党規約に基づいた代議員の出席差し止め命令を
下したが，合衆国最高裁は，同党の結社の白闘を侵害するとしてこれを破棄
した。この際，最高裁は，代議員選出過程が，政党の政策に関わりなく州法
に委ねられる事になったならば，「大統領候補および副大統領候補の蓑大な
選択過程に携わる…・・・全国党大会の有効性を大きくアンダーカットし，事実
上破壊することになるでなろう」と述べ，これが結社の自耐侵害の根拠とな
ることを示唆したが，これと「表現」との関わりについては触れなかった )。
が，この後，州が民主党に対して党規制と矛盾する州法によって得られた結
果を党の代議長選出過程で強制し得るかどうかが問題となった， Democratic 
主 Party0ぱfUni山1 (8 ) 
_..L. 
ハ 入していない人々の〔全国党大会への代議員選出過程への〕参入は，政党の
共同的決定を大きく査める」と述べ()，そのような決定は「憲法によって
保護されている」ものであるとし ，修正 1条上の全ての表現に関わる場
i守と同様に r裁判所は，特定の衣Jえを賢明ではない，あるいは，不合現だ
とみなしたという純lftlによって佼詳しではならないー!と指摘する 。この際，
最高裁は，政党の代議員選出j践校に関する決定が結社の肉ItJによって保獲さ
れる現仰は，それがすなわち「表現」であるということをsRftlとしていたと
みることができょう
以上の」事例によれば段高裁は，間体の内部ヰj..iflに対する公権力の佼~f~j:が同
時に. fil体の携わる「表現 lを事実上行ない得なくする，あるいは，大きく
11める場合に，それ(内部事項)が r:点王Qのためのおけl:のt1jFLJ J によって保
護されることを示したとみることができるが r表現」に対する佼符がそれ
程までに葉大でない場合については触れてはいない。だがこの点について段
近の政党に関する判例である Tashjianv. Republican Party of Connecticut 
l土ーつの示唆を提供するο 本件では，政党のプライマリーの際にその投禁者
に当該政党の党員としての後録を!要求するコネテイカット州訟は，結社の自
ruによって保護される政党がそのi構成長iを定めるという権利を佼??すると判
示されたが，その|祭最高裁は. fII出の LaFollette判決を引用しつつ r政治
的目的の追求を最も行ないやすくする構成 (structure)についての政党の決
定は，憲法によって保護される Iと述べた 。ここで，政治的目的の追求
とは，すなわち「表現」であるとJ足れば，この文訂は，政党の内部事項に対
する佼.Tlrが，何時に「政治的表現」をたとえ特徴であったとしても佼:々する
場合には，この内部事項は[表現のための結社の自由」によって保議される
と解釈され得ょう 。だが，依然，本件からは，結社の自!ねすなわち「表
現のための結社の白山」のこのような保護が，政党以外の間体に対しても及
ぶかどうかを子惣することはできず，この点についてはill:高裁の註及が待た
れよう
( II) r表現のための結社の自民lJとやむにやまれぬ利益
同体の利益が「表現のための結社のf'1E!lJの保ri，是の母、j税内にあると，裁判
所によって認定されたとしても，それらは絶対 (1'Jに保議されるわけではない。
すなわち r表現的目的のために結社をする権利は絶対ではない。この様相j
に対する侵得は，思想 (ideas)の抑圧と関わりのない，……実質的により
制約的でない手段によっては達成されることのできない，やむにやまれぬ州
の利援に仕えるために採られた規制によって，正沼化され得る」のである 。 三:
結社の自 rl!に対する佼~rtFが公権力のやむにやまれぬ利託によってのみ正当化 ノ、
!主J)
されるということは過去の判決において何度も篠認されてきたが .実際
にはこのやむにやまれぬ利益が認められることは少ないようであり ，過
去のほとんどの主袋判決はこれを認めてこなかった。
例えば. N AACP V. BllttOll では， NAACP (人種の平等促進を目的とす
るlJI体)がその支援の下に，弁護士団体を形成し訴訟支援を行なうことを
布芥としたド級審判決を破棄した際に，段高裁は，訴訟教唆 (barratry)や
訴訟援助 (champerty)なとぞについて規定を設け腐敗を防止するという州の
利低は，本件のような場合，すなわち，州法の被適用者が訴訟を通して憲法
上の権利を促進しようとしている場合には，やむにやまれぬ利主主たり得ない
と'J:1j示したの
あるいは政党に関わる事例である Brownv. Socialist Workers' 74 Cam♂ 
paign Committee では，オハイオ州法に基づいた SocialistWorkers Party 
に対する献余:M-， 支出金受倣おのr，rジÏ~安)jとを禁じる判決を干した際に，紋idlzj
裁は. Bllckley 事件判決(:?'f)jとは異なり，小政党たる同党に対しての開示要求
はやむにやまれぬ利採たりえないとした。この理由は，小政党は通常明確な
公にされた弘解のみを代表するものであり，また，勝利するM込みも小さく，
腐敗や票の買収の危険性は減少するから， ということであった
これらの事例のように，実際には公権力による粒子1:の白i討に対する佼容が
尖質的な場合にはやむにやまれぬ利益が認められることはないと指摘する論
者‘もあるが ， しかし， :fI.j(IiI¥ii上はあり得るのであり，その際いかなるぷ準
に基づいてやむにやまれぬ利益が認定されるのかが問題となるが，この問題
はその性質L夜雑多様な 1~古!々の事例において判断される他はないであろう。
(. 1 ) なお，法悠窓見は，会員選択等の内部事項だけに IU~ ら f. 凶体が外部iこ対して行な
う滞 i吊!fVJについても rhjt~に従えていると考えられるのすなわち. Iu'J :Ô~}i!は Jayc('f:' S の機
わる諸活動を修正 l条の保還に依するとし，これには市民的，怒涛的Niil1)Jやりピー活動
のみならず資金溺j主的到J も f7~ まれるとするが(担olwrts. 168 U. S. 609. 627)雫このこと
はこれらの的動が)ayceesの r表現 j とー:むの関係をぬしていることを前従にしている
と解釈され{!?ょう(仮に.そう捉えなければ，'I;';銭獲得という点、で外観上はいlじである
]avce凶の資金f調達活動と 般の?雪干IJ活動について， lilj.;:;は修正 1条の保護を受け，後
者は1]:けない縫I1Jをz託i狗できなくなろう)。
( Z) Oral argument in No83ゲ724 Supreme Court ()f The United States. Otlober Term， 
1983. 
( :3) ld. at 581-582(7-8). 
( 4) ld. at 600(26) 
( 5) Ibid 
五(6) 419 U. S. 477(1975). ???
(7) 1(¥. at490. 
(8) 450 U. S. 107. 101 S. Ct. 1010( 1981).ウイスコンシン十1選挙法は，非民主党員が
民主党のプライマリーに参加lL，投恋することを必め，その結*ゐは政党への19if'誌を衣i列
した者たちによるコーカスで選出された代議_t¥iを拘束するとする。他方，民主党全i司和l
織の脱WJは，公JcJ党大会への í\: ，~Hí ì認 11 ~ ，i設秘への参加は民主党f、の1訂版を公に表lYJした
ものに絞られJるとする〉本1'→の争点はM(主党(oiも参加し得るプライマリーにおけるが1
架をコーカス J主 H_~の代議Hに会I'J党大会で守らせることができるかと、うかということで
あった J
( 9) !d. at 122. だが，このような事:)~必定には~ÆII:Jの余地が多分にあろう というのは，
i己主党のようにイデオ uギー的色彩が!N く，多様な人身が所)(f~する大政党1: とっては，
たとえ非政党員が力Ilわったプライマリーの結果を強制lされたとしても， さほどその決定
に変化を来すとは考えにくいからである (J'Ij.fJìlω 見解としてパウエル裁判ï~の反対 l~i. t~ 
参照οSeeid. at 1 :iO.-1:i2 (dissenting opinion by Justice Powell). )。
(10) ld. at 12.1 
(11) lbid. 
(12) 本判決を紛介したものとしては， !fIlft英夫 i紋iIiの判例:Democratic I'arly of ¥)11 
iled States v. LaFollette. '150 U 汚 10'i. 101S. Ct. lOIO(1981).1アメリカu、(1982)75['1 
以ド，高見勝利「予備選挙に対する州の規制!と政党の自 ItlJジュリスト No780(1982) 
140n以下， 木下??づ" rオープン・プライマリーを1とめる十HiJ、と政党の品<';1'1恥のt11r!.1判
例タイムズNo476(1982) zo ({):)、干てずがある。
(13) なお.>t';fJ:の自fJIとプラ fマリーに|おする f論文として NOLf'S.Primarv Eh'ctions and 
the C(JlIeぐliveRighl of Freedol1l 01 Associalion. 94Ya!，'. L. j. 1.7 (1984) ;Sctting VOtCI 
Qllalifications for State Primary Eleclions. 55 Cincinnati L. R，.v. 799 (1!)8'i) ;McClesky、
Parli，'ぉ al the Bar:Equal I'rol引 llOl守 Fn""lom of A，もおりciatio[l， and the Rightぉ01 Poliliぐal
Organizations本 46The Journal of Politics 3.16. 354-361 (1984)等を参照されたいハ
(14) 107 S. Ct. 5W1986) 
(15) Id. al 554. 
(16) 本法fl1i:Y.!において絞13裁は r衣現のための結fJのt'Irl!jという表現をftlいないが.
この点，あるいは絞I民主!とは.その干!会的主要性ないしl主導ら政治活動という「衣況が:)i首
動」に傍わることに鑑みて，政党に対しては「表Jiのための結社のrirJIJ とは:~~~なるが1
十iのnllJの↑棋院をりえようとしているとの解釈の"rim-t1Jもあり似るが. íl~(こそうだとす
れば，本論のように「表現のための結社のtlr!IJ との関連において政党を捉えることは
誤りとなろうの
(17) Roberts事件 (468l!. S. 6(9)でj町.'('引当は，排除されていた女仰の新方1入はレーガ
ン大統領に対する支持を fj~j め(その.f'!ljIJIム 般に ~(""l は男性よりレーガンの政策をH
んでこなかったため)， 1;1~肝?について何らかの合:場を採らせる)i[Î1Jへ導くことになる，
と ì:~N した (Brief of i¥ppdl刊 al20-21cited in Marshぇ1.Discriminat.iol and the Right ()f 
A問 ocialion.81Nw. U. L. R"v. 68. 78( HH\6)) 。これに対して，作JJF'，併の ::'f~ 八巡F.iJ裁判
所は，女性の力n入は]ayceesの哲学的41色 (Philosophicalcast)において何らかの変史を
引き起こすことが予期される，としてJayct'"，sに有利な判断を下したが (Unitt:dStates 
Jace岡、 McClure.709F. 2<1 15GO. 1571(1983))， M.，:可決は，本1"においてはおceesのfぷ
現 j にk.Jする何らかの彩務のfijE明がなされていないとして，これをilけた (468U. S 
609， 626)。この結果，民高裁は. (政党以外の}間体の l炎境」に対して市大きく aiめ
るほどではないにしても一一定の影響があった場合，その内部事項が慾Iよ卜保獲される
かどうかの問題の寝JlIHこは i~ らなかった。
(18) なお r衣Ulのための結社の白IlJ を公権力が佼討する'IJ能性のあるケースとして，
I<ob目的判決は， [lj体の内部組織・事項に対する佼~~-:の他に，特定の [1[体の会 Hである m 
ことをJ'j!山と Lた処/1ij.手IJ~&不供 fj ，および， I:JI体の会Nリストなとの開示強制を宗げ 二
るけ680. S. 609 、 622)ω ここでf走者に I~l わる事例における IJ目別強制然 11 と IJI 体の「衣 プミ
JiJ との関係について多少d及したいっ 五
まず. NAi¥CP v. Alabama. 357 U. S. .149 (1958)事件でi丸 NAACP(NationalAssocia-
tion for lhe Advar川 ment()f Colorcd Peopk :人総の‘l'等促進を Ij的とするnl体)に対す
るアラパマ州による会民リストの開示強制の合鐙性が問題とされたが，最高裁は，この
開示命令は結社の自由を佼答すると判示し，その理由として，このリストが開示された
ならば， NAACPの会員たちは「経済的報復，失業，物理的弾圧の怖れ」その他の公の
敵意にさらされることになり (at462)，脱退等を余儀なくされ，その結果この団体の「信
条促進のための共附的努力」が行えなくなることを挙げた (at463)。これを Roberts判
決流に解釈すれば.会Jitリスト開示命令はNAACPの信条促進努力すなわち「表現」を
行なえなくするものであるため「表現のための結社の自由」を侵害する，ということに
なろう。
?????
また. Brown v. Socialist Workers' 74Campaign Committee. 459 U. S. 87(1982)では，
オハイオ州で60人の党員を持つ Socialist W orkers Partyに対する献金者，支出金受領者
の開IT;強制jについて，最高裁は，小政党たる|可党の結社の自由を侵害すると判示したが，
その理由として，仮に開示命令が認められたならば，報復の怖れ放に同党への寄付行為
が抑制され，その紡巣同党の「運動が行なえなくなる」ことを挙げた (at93. see al50 
at 87-102)。これも先の例と|可様に，開示命令は同党の政治活動すなわち「表現」を破
壊的に侵害するため「表現のための結社の自由」を侵害することになると解釈すること
ができょう。
(19) Roberts， 468 U. S. 609. 623. 
(20) See Board of Dir5. of Rotary Intern. v. Rotary Club， 107 S. Ct. 1940， 947 (1987) 
;Brown v. Socialist Workers '74 Campaign Committee， 459 U. S. 87， 91-92(1982) ;Demo. 
cratic Party of United States v. LaFollettι450 U. S白 107，124(1981) ;Buckley v. Valeo， 
424 U. S. 1， 25(1976)ここではsufficientlyimportant interestという表現が用いられて
いるり ;Cousinsv. Wigoda. 419 U. S. 477， 489(1975);American Party 01 Texas v. White， 
415 U. So 767， 780-781 (1974);Williams v. Rhodes， 393 U. S. 23. 31(l968);NAACP v 
Butlon， 371 U. S. 415， 438(l963);NAACP v. Alabama. 357 U. S. 449， 463(1958). 
(21) この希少な例として挙げられている Buckleyv. Valeo， 424 U. S. 1(1976)では，政
党に対して献金者名簿の開示を要求する連邦選挙運動法を支持した際に，最高裁は，次
の三つの利訴を開示要求を.iL'i化するための十分に1重要害な利低，すなわち，やむにやま
れぬ利益だと認めた。それらは，①候補者が有している可能性のある，特定の人身に対
する忠誠義務および利害関係に関する投2害者の知識の増加1.②腐敗の防止.@寄付制限
の促進，というものであった。
なお. Roberts判決 (468U. S. 609)では，女性の正会員加入を認めないという会長
選択基準は，もともと「表現のための結社の自由」の保護の射程内にないとされたが，
他方，州、lの償jには，女性加入を問間体に強制iし得るに足るやむにやまれぬ利援があると
されたのであったo この利経とは，すなわち，女性に対する楚別を除去し.公共的に利
用し得る商品やサーヴイスに対するアクセスを女性に保障するということである (at
624)。本件では，公共の利用に供されている場 (placeof public accommodation)での性
別に基づく差別を禁じたミネソ空州法の.Jayceesに対する適用は.iHのやむにやまれ
ぬ利援に恭づいていると認定されたわけだが，このような認識の智景にはアメリカでは
サ}ヴィスを提供する間体や社交クラブの多くにおいて女性を会員として認めないなど
の薬別がいまだに根強く，これが大きな社会的問題となっているという事実がある。な
お，この穫の性薬草Ijに対して，連邦法レヴェルでは特別な規定を霊堂いていないために，
多くの州 (33州およびコロンピア特別区)が公共の利用に供されている場での女性差別
を禁じる法規を定めている。 SeeC剖 eComments:Board of Directors of Rotary Interna-
tional v. Rotary Club 01 Duarte， 1 Harv. W. L. J. 117. 121司122(l988};see also Board 01 
Dirs. 01 Rotary Intern. v. Rotary Club， 107 S. Ct. 1940. 1947(l987). 
(22) 371 U. S. 415(1963). 
(23) Id. at 439-440. 
(24) 459 U. S. 87(1982). 
(25) 42~ l). S. 1(1976) li俗説 (21)参!!札
(26) 459 U. S. 87， n. 
(27) なおこの他，最fJ裁は以下の主要事1'においてo:J.ドにぶす)公権力の主張する利
益をやむにやまれぬ平1)主主だと認めなかったのすなわち Tashjianv. R~publie剖1 I-'arly of 
Connecticut事('1ー では，選検出1)fをの運営にかかる費'府の:fi'ltJUのJlj能性，選挙あらしを|坊ぐ
こと，投 i!J~符の混乱を防ぐこと， 二大政党ンステムの完全性の保護匂←の手1H..i:(107 S.CI 
544. 550-554(1986))， Democralic Party of LJniled States v. LaFollette事件では，選挙j鼓
終の記念作の保持，投票の砲、箔保持， 予備ii挙への参JIl級、大， f主票者に士、fする嫌がらせ
を r~)j ぐ， という問つの干IJ主 (450U. S. 107， 124-126 (1981))， COUSillS v. Wigoda事f'1ー
では，~?-f-Ý:過程の完全性と投票に対する jfîKの州および連邦憲、法J二の権干1)の f)fl漢の平IJ紙
(419 LJ. S. 477， 489-49lf 1975)) . NAACP v. Alahamaでは， NAi¥CPがアラノ三-.('~トト111、
を破って，外lド、jでピジネスをfiなっているかどうかを明らかにするという州の利益 (357
U. S. 419‘46.1-466( 1958)) ，がそれであるつ
(28) See Span耳ler，Freedom ()f A出 <)C】atiOll.Explanationof Underlying Concepts‘:34Kans 
L Lov. 841. 85'1( 1986).なお， J+Iの干IJ占誌がやむにやまれぬ干1)訴だとは認められなかった
Butlon事1'1やめυwn事1'でU:，ナ1法のj歯IlJが被適用者仁被らせる不平日続は実際 j'.Tt大で
あるといえるが，これらとは逆に.州の干IHaがやむにやまれぬ利説だと認められた事例
のっち r~ob剖 IS !Jパ?では， +/-1;1;の彼泊m~ヨたる Jaycee，s のま，l\ JMIi'にNする佼'g は iF:
JJ! のための ~fitlーの n rJI J をもともと j.2'，gLていないと :12どされたのであり，また.
Bucklεy事f'lゃにおける大政党に対寸る献金行t，i専の倒ぷ要求l土，実際 i一大きな不平Ijj，止を
献金者に対しても，政党に対しても被らせることはないといえよう 2
第五項 まとめ
Roberts判決法廷意見が明らかにした「表現のための給付:のINrtlJの判例
法線の登場以後，二つの類似事件が最高裁で、争われることになったが，これ
らは何れも附判決の考えカを文字どおり踏襲したれまず，これらの判決の事
実と判斤を紹介する》
Board of Dirs. of Rotarv Jntげ n.v. Rotarv Club of Duarte 
〔事実]女性の加入を認めたことを，mr!Jに上点目組織によって取りがI2れた地
方ロータリー・クラブの構成員資格の回復を命令した判決の絞拠となるナHi去
が. 12iJ組織およびその会員たちの給社の自I討を佼議するかどうか，が争われ
た41;:件。
ロ、ータリー・インターナショナル(以下 r世界組織」とする)は各地方
のロータリー・クラブによって構成される非常平1J1.fl1t(側々人は ri吐界組織j
の直接の会員ではなく i各地方クラブの会員である)であり. 157ヶ自に19788
の支部をイiするi仕界組織であるのその目的は人道主義的なサービスの提供，
職業倫1嘆の!句 k促進，および~I:界平和に貢献することにある。その規約によ
れば新会長の加入器準については各地方クラブで定めることが，11'されている 」
が，州ーの加入は禁じられている(しかした併にもクラブの会議に参力札 主
たり，各種特典を得ること，および嫡助間体を結成することは許ぎれている)。
1977年，カリフィルニア折、1DuarteのJ1!l}jクラブは 3人の女性の*JrJ]U入を
認めた。これに対し， r-U1:界組織」はその規約に反するとして[iiJクラブの支
部設立許可のllXりli'iしと，構成員資十誌の:!friJ奪を決定した。そこで，同クラブ
l土， qlt界最1織」の処絞は， tUJリ，人種， ;it数等にかかわらず¥全ての人に
対し全ての職業設、工物 (husinessestablishrnenls)における便宜，平1)主主，施設，
特典，サービスの十分かつ均等なlJl('lを保!脅したカリフォルニアリ十1Unruh 
市民権法に違反するとして，その祭Jl:を求めて郡裁判所に訴えを提起したの
l~iJ 裁，!， IJ J#r は口ータリー・クラブは II日 ruhi去のいう職業役立物ではないとし
て i[1切手組織J に1不IJな判決を下したが，州控訴主主はこれを破:東し，女性力IJ
入を認めないという [iJ組織の方針は修正 i条によって保護きれないと判示し
て， [aJクラブの地位制復を認めた。
['PJ斤〕最高裁は七対Oで!京判決を認手干し，パウエル裁判官の策になる法廷
意見は，負え初に Roberts判決の枠組み (frarnework)によることを明ほし，
次のように述べた。
ロータリー・クラブは修正一条の保護に似する多様な活動を行なってい
る。しかし 1，引ト1i去のIriJクラブλへのj塩川は，その活動の放棄や変更を裟求す
るものではなく，その悲本目的や会民選択基準の放棄を要求するものでもな
いっまた，仮に，その適用が会員たちの「表現のためのお!i社の権利J に対し
て{IiJらかの軽微な佼符をなえたとしても.これは有形・;快Jl:~の利益における
女性への差別を除去するという同州のやむにやまれぬ利益によって正当化さ
れる。さらに，丈Iu上， [司ナトIH;は間体の見解 (vicwpoint)に主主ついて区別
を千tなってはいなし、υ 従って， lu'j i+lil;のj盛JHはロータリー・クラブの会民た
ちの「表現のための結社の権平IjJ を佼答しないと ) 
次に， NE、wYork Slale Club Associalion， lnc.， v.City of New York におい
ても段高裁は同様の判決を下したり本件は，その性質上公的とみなされる同
体内における差別を禁じたニューヨーク il人権法(1981年修正)は文面上違
憲であるとして，私的団体の組合が訴えた事flーである。
〔挙実〕ニューヨーク市人権法は人種，信条，性別等に恭づく公共施設等に
おける，;~~別を禁じていたが，教育施設およびその性質上明らかに私的とみな
される協会，クラフ守や公共施設はこの例外であるとしていた。しかし， [司法
の1984年修正は，慈技団体，および宗教団体以外の協会，クラブ，公共施設
え が， 400名以上の会主i刊し，商業やビジネスの促進のために非会員に対し
て飲食物や施設スペース等の提供等を行なう場合は，これを例外とはみなさ
ないとした。
これに対し，ニューヨークリ十|に夜る125の私的団体の組合であるニューヨー
クナf'l7ラブ連合は，ニューヨーク市を相手どり.I司法は修正 I条および14条
に反し，文i面上違慾であるとの宣言判決を求めて訴えた。
これに対して最高裁(ホワイト裁判官の法廷意見)rえ liJ州法は，見解の
nai尊のために結社をする機能を害するものではなく，また，修正1条によっ
て保護された，当該間体の諸活動の放棄ないしは変!廷を迫るものでもないた
め i表現のための結社の権利」を佼得するものではない，ということ等を
理市として ，州j去を支持した原判決を九対Oで認容する判決を下した。
このように雨判決は Roberts事件におけるオコーナー裁判官の補足意見の
見解を退け i表現のための結社の自由J に関するIfJ法廷意見の見解を踏襲
したのであり，このことは i表現のための結社の白山」の法理が最高裁判
例回在定しつつあることを示していようが， liIJ法理が明示的に適用されたこ
れら二平IJ例は，特定範時の人々の，公共性を{iするtJ体からの排除というこ
とが!均題となっている点で、類似しており，そのため，それ以外の事例へのi司
法捜適用の場Iljのイメージを持ちにくいといううらみがある。そこで段後に，
このよう‘な場台も合めた仮設的事例!に対してi司法療が通用される場合につき
少し考えてみたい(なお，このが;埋とは同体の内部事項や活動が「表現のた
めの結社の自由」の保護を受けるためには，それらと団体の1Tする「表現」
とのIlにー定の関連，すなわち，それらを:存することは「衣現」を持するこ
とであるとし寸認定を受けられる殺の関連が必妥となる，ということである
ことを確認しておく)。
まず，女↑もや特定人種あるいは他民族等を力fJ入させないという，同体の会
れないし所JlfiH選択)J針は，古1fミ1荷工会議所有コロータリー・クラブにおいて
は「茨城のための結材の自11Iによって保護されないことを判例は示したが，
これはライオンズ・クラブ，ランチョン・クラブ，カントリー・クラブ等の
類似の団体および職業団体，企業においても同様の結論になると芥易に考え
られ ，これとは逆に，クー・クラックス・クラン (J~1人，ユダヤ人，カ
トリック教徒などを排斥する{必街結社)の黒人を加入させないという方針や，
ユダヤ人親除団体(JewishFellowship Group)やアイリッシュ・ヘリティジ ー
協会 (IrishHeritage Society)がそれぞ、れ非ユダヤ人や非アイルランド人を
)JIl入させないことは附肉iねによって保護されると封i察できょう (なお， 。
人綾子奈別的な入学基準を有する私立学校については説(7 )参照)。
また，政党の選挙i活動等に関わる内部波約は，政党の「表現」と深く関わ
ると認定され i表現のための結託の自由」によって保護される場合が多い
??
であろうが ，政党の万針を批判したことを ~1!j.FH に政党職tl を除名するこ
とについては， f反に除名がなされなければ政党内において形成されている「表
JLJがI'{姥;与されるか，あるいは，政党の統 "Vtが失われ， もってその「表
現」をI¥]般的に?与すると認定される場介においてのみ，その除名i決jたと定はf保栄J
されることになろう (なお， この考考-え j万nは土訂Ij~悦tft長に， ネク夕イ不r着iJ用1羽を王別現?塑ムf山trとす
るカントリ一.クラフブ守カか冶らのl除徐4字名{rのj場劾令にも適用されることになる )九ω 
さらに， [，tH本の活動に関わる例としては，ヂ「・議:士資iY干を.f:}たない市l¥;らに
よって!没。ーされた訴訟支緩組織による支援j古野Jは，修正 1条上の議IRJiの権利
とも関係する「表現」と深く係わっており í表現のための結社の t~llfrJ によっ
て保護されるが .これとは対!照的に，医師資格を持たなし汁li.;i好f号市民に
よって健康維持を 1的として設、i:された 1:助組織の活動は r表現」とは無
関係と認定され，保護きれないということになろう ，というようなこと
が挙げられよう。
最後に， 10体の粁済活動についても Li己の例と同様に考えられ， {Jモ業の経
済活動で、あっても，それが「表現J に携わるための活動だと認定されれば，
li)it;埋i二よって保議されることになろうし，他J.たとえ政治団体の資金調
達活動であっても，それが「表現」と無関係であれば保護を受けられなくな
るということカfできょう
( 1) J07 S. CL 1940( 1987) 
(2) Ic.aI1947-!94日.
( ;) lO8 S. Cl. 2225( 1988). 
( 4) Id. al 2234 
(:， ) これらの 1.1]{本の JV;{r-. 被l(~別者の )JII 人は，通常， IJ休の行なう「表現」と瓜触する
ことなく衣fJIJ のUIは考えられないであろう。 SecRo berls v‘ Uniled Slales 
]ayce出， 468TJ. S. 609(1984) ;Boarcl of Dirs. of Rotary Inl<，rn. v. Rolary C111b of Dllarll'， 
107 S. Cl. 1940 (1987) ;see also Marsh<ll. Discrirninalion and The liighl of J¥ssocialion. 
81Nw. R. Rev. 68， 102(1986). 
( 6 ) これらの1I1体の場{;-， 1主XUJlj.fiの力1入は， HJ体の凶イjの'1.:'日1)的表現」を行なえな
く，あるいは， hないにくくすることが予想される o See ibid 
( 7 ) ヴァージニア州の つの，(;1，、立学校の人総注目1)的な人"{:)t;i棋は給付のnflJの保護を'Yl:
けないとさ1lたRllnyollv. MeCrary (427 U. S. 160. 96 S. Ct. 2586(1976)) 'II)i丸におい
ては， jf別されている黒人をlH止として'乏け入れることを強制する迷邦法は， ?!~ d車学校
の給付の権利を佼子;ー しないと半1)ぶされたが.その.rmrl!として絞尚裁は，本nの場合，黒
人'U.主人qによって:i談γ:校におけるjtfP、やドグマの教綬が妨げられたという dlE印jがな
されていないということを挙げた (96S. Cl. "t297'982)。すなわち ;IH人'1，f;g入学の強
制は「衣悲しを佼if~: しないとされたのであるわ従って逆の場fT，つまり，黒人生徒入学
によって当該学校の思想やドグマの教j;2が þjj'~与されるという、ì'. <iiEがなされる場合は，人
検定lJl)的な入学恭準は結社の[3f!Jによって保渓されるという逆の結論になろう。
( 8) See Democratic Parly 01 United Slates v. LaFollelte， 4日oU S. 107( 1981) ;T出 hiji日n
v. Iiepublican Parly of Un山、CISlal，'s， 107 Sじt.514 ( 1986) . 
?
?
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(日) なお，わがflilでは，行本 j~結党のりlL埴~rl が v限委員会の指導等を批判したことを別
~ll に，絵終的;二除名i処分を受:けたことにつき _ 'Jlしs埼玉あった'ji'Jミを惣起のこと[仏市陵地
裁決定的手/153年1Jl 20 1" {;'j主fdi舗憲法訴訟と iJij、権〔日本語F諭rtJ(1987)幻自:~:r'{
参!I~i)。
(10) 佐藤幸治「集会.*h子iの自由」戸i'j!)fd謀議首・憲法 I人権(1 [有斐閣・大学双諮〕
610民参lji:t，
(11) NAACP v. Button， 371 U.日 115(1963) なお，第;()良(lJ )参照〔
(12) ln Garc凶 v.Texas Slalc Bo剖 d01 M引Jica]Exa刷同党、rs，421 U. S. 995 (1975)， aff日
出(1Il， 384ド Supp.434(w. d. T(xI97.1). 
(13) 第-1m，il(l)参照。
?
?
????
3.結び
「表現のための結引の I~jrJIJのi.t:fllは，どのような場一合にi剖本が結社の自
ruの{呆護を受けられるかについてユニークな考え方を示した。この考え方の
J.t;礎はまさに，どのような被鎖のUI休が保護を交けられるかということでは
なく，団体がどのような場合に保護を受けられるかということであり. (政
党や企業というような)団体の均史的種別とは無関係に，全てのnl体は分け
へだてなく，表現的機能をIj:~' む、場合にのみ保泌を受けるとするのである.，こ
れは r表現」との関わりにおいて結社の[:.]fi 1の保護をワ命えるとする点にお
いて，本稿の!亨で懸念した表現の(1flと結社の自由の[1の歴史的関迷性にま
つわる問題をクリアーすることができるし，また，団体の主要な悦質に主主づ
いて保護を与えるかどうかを定める場合に起より得る不合瑚なIHj越を引き起
こすこともない(つまり，政治団体の純然たる常利活動がが!;t!:のI![flの保護
を受け，他方，企業の惑-1:fk活動や意見公告活動が保譲を受けられなくなると
いうようなことは，この場合起こらない)。
このように!寸法関は，その性'fi. i活動共に級紙(・多様化している今日の十JI
体の保護の基準として有益な側面iを有するが，にもかかわらず，その採用を
子放しにiZ定するわけにはゆかない。それには幾つかの理Iflが考えられるが，
第 aに， 1司法理は間体のプライヴ7シーとの関係で微妙な問題を生じ得ると
いうことが挙げられよう。すなわち，団体がその内部規律や活動に対する結
社の白山による保護を訴えた場合に，それらが実体の千五る「表:fJI.J，つまり，
~.l.:í該間体の現実に携わっている「表現」と関連があるかどうかを明らかにす
るために， 1司法却は裁判所をしてトJ1体の内部に深くも1ち入らせることになる。
このことは同時に裁判所の容想の負担を大きくすることにもなる。また，
「表現」にまつわる複雑なi訟法問題に結担の自!討を巻き込むことになるので
は，という懸念も [iJlI ~ò にやじよう 。さらにこの他， [iJ il~:fl曜は結社の自 Itl
の保護の範聞を級端に限定してしまうことにならないか，つまり， t士会には
「表現」とは無関係でも結社の自Iの保護を受けてしかるべきな間体の活動
もあるのではないか， という疑I[lJが生ずる
このように「表現のための結社のドIFtlJの法理は，結社の自Fhの解釈論に
ギf:I;，I'な基準を提供すると1")時に，大きな付随的fHj題点も有するものであるた
め，その採用については慎設であるべきだと考えられる 。しかしあえて，
i寸法理をわが閣の21条との結社の自由の解釈論に導入する場合を想定すれ
ば，そのilJ能な憲法解釈論は以下のようなものとなろう οすなわち， UJ体は
その級別に関わりなく，表現的機能を常む場合にのみ21条に規定される結社
の自民iによって保護され、それ以外の場合は保護されないということになる
そこで.それ以外の場合の卜1I休保護の必要に対しては，その他の条丈(例え
ば13条など)に拠ることをもって，応えることが要されよう。
(1 ) すなわち，Mが憲法上保設されるべき表現か，という問題や，保護を受ける「表現J
もその'l'trt(つまり ~I'H 利的か常利fI甘か)によって保護主主導が :lt~なるという rmJtnに巻き
込むことになろう(持¥3項設 (8)参照)。
( 2 ) 合衆Ifj段高裁は，例えば，所以J1の健康*Iir¥をI.l的として{氏所得市民によって設史
された líJ~) 湘l品i\\.の I民間ryl土給 jj:0) !'j 111 によって 1!!((;准~ jlなし、と判jJ'した埼玉 (JnGarcia v 
Tcxas Stalc Board 01 Mcdical Examinerミ 121U. S. 9:' (1975)、aff15 mem. 381 F. Supp 
434 (w. d丁目1971J)，これなどは保護されるべき[;lJ体なのではないかの!ぷが対めない。
( 3 ) 独自的規定を憲i}，条文に持たない介衆[li1憲法上のが1flの白1の解釈論は，修正 1条
の解釈を通じて|司自1の保険を'1'み出す関係から， Mdlのf'JltJはla]条!ー の「表fJ!Jと
定の関係を持たなければならないと解釈する運命を忍愛しなければならず，この結来，
たとえ if(1Zなものであったとしても「表現」と無関係な [JI体 iI~.動は給付のr'ìIJによって
保護されないとせざるを仰なくなる(説(2 )参rm)。これに対して，わがれ!の結社の
白山は;をi1;条文に5出向規定をtjするためもともとこのような運命にはない，にもかかわ
らずこのiHmを21条の解釈i訟にとり入れるならば，あえて自ら，衣fJしと無関係であっ
てもE主要だと考えられるt'1体の活動に対する21条の紡れの白山の保護を切り捨てること
になろう。
(4 ) 従って，この場合，表JJlu9機能を常むUl体は21条の表現のl'ltJと結社の自由のilj:Jj
の規定の保護を受けることになり， '~W， Iこ給付の ~:ll!1の独自規定を慌いた窓義は湾れる
ことになろう η
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